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社会科学研究のためのコウホート分析
――考え方と手法――

森 宏・D. Clason

１ はじめに

筆者の一人（森）が学生のころ，年齢は２０歳

代前半，時代は終戦間もない１９５０年前後のこと，

「２０歳でマルクスにかぶれないのは頭が悪い証

拠だ。しかし４０歳過ぎても抜けきれないのはも

っとおかしい」と聞かされたものである。彼は

高校が理科で，文科の連中がやれ「カント」だ，

「ヘーゲル」だと喧々諤々やっている間中，数

学の宿題に追われていたから，『資本論』に手

を伸ばす余裕など無かった（たしかに「頭が悪

かった」のだろう）。寮の仲間で大学に入って

からもいろいろ活動していた連中が，銀行や大

企業に就職し，はじめは組合運動などに関係し

ても，やがて課長や支店長への道を歩み，役員

になった人も多い。同窓会などで会っても，か

つての「マルクス・ボーイ」の面影は何処かへ

失せている。

人の思想は，加齢と共に変わる。彼らが社会

に出て３０歳から４０歳になったころは，日本経済

は「高度成長」の真只中で，「資本主義万々

歳」であった。社会は以前ほどマルクスを必要

としなくなっていた。「マルクス・ボーイ」を

卒業したのは，そうした時代の影響もあったの

であろう。しかしある大新聞社の社主もそうだ

と聞いているが，われわれ戦中・戦直後に成人

した人間は，愚かしい戦争に対する肉体的拒否

から自由になれない。齢７０を超えても，戦中・

戦直後の思い出はどこかに残っていて，消え去

ることはない。「戦争を知らない世代」の人た

ちとは，平和や食料自給の問題などについて，

同じではない１）。

世代間の差に関して，政治的システムに対す

る信頼は，１９７０年代から２０００年にかけて傾向的

に顕著に低下しているが，どの時点でも戦前派

（１９１２‐２６年生まれ）のほうが戦中派（１９２７‐４４

年生まれ）より１０％ポイント近く，また戦中派

は「団塊の世代」（１９４５‐５５年生まれ）より５％

ポイント近く高いと，「世代間格差」が指摘さ

れている（田中愛治，２００２）。しかし同一時点

における出生世代間の比較は年齢格差を含んで

いるので，厳密な「世代間格差」とは言えない。

２ 経済行動と年齢

自分自身のことを振り返ってみても，学校を

でて社会人になった当座は，小旅行や結婚など

のため貯金することはあっても一時的なもので，

長期に残るものではない。やがて「マイホー

ム」を求めるためには，年収の数倍にあたる巨

額の借金を抱えることになる。「社会勘定」で

どのように扱われるか知らないが，個人的には

貯蓄は大きなマイナスである。子供たちの教育

のためには，さらに借金しなければならないこ

ともある。やがて子供たちが成人し，「ホーム

ローン」の返済が終わりに近づいて，月々の天

引きに加えボーナス時のまとまった引き落とし
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が少なくなると，給与も増えているので，生活

にかなりの余裕が生じてくる。定年退職を１０年

なり１５年先に控え，本腰で貯蓄に励むようにな

る。日本の場合退職時に月収の数十倍の一時金

が入るので，その大半は貯蓄に回される。その

後第二の職場を見付けられれば別だが，年金だ

けの生活はきついので，貯蓄を切り崩していく

ことになる。昨今のように預金金利がゼロに近

いと，年金の不足分を利子収入に頼ることは難

しい。

国や経済環境によって多少の違いがあるにせ

よ，個人の貯蓄は若いときはゼロかマイナス，

次第に増えていき退職前の１０‐２０年間にピーク

に達し，老後は年金収入を補うべく貯金の切り

崩しが始まる，すなわち年齢・貯蓄曲線はＸ軸

の下になる。これが人間一生の貯蓄行動を律す

るＬＣＨ（life-cycle-hypothesis）である（Modi-

gliani,１９８０）。

国民経済の平均貯蓄性向は所得の関数で，所

得が大きくなるに従い高くなる（平均消費性向

は低下する結果）。ケインズの命題である。他

方個人の貯蓄様式が個人の年齢によって動くと

すれば，社会の構成員の年齢構成が顕著に変わ

るときは，社会総体の貯蓄率が影響を受けるの

は自明であろう。たとえば年齢的に貯蓄率の低

い若い層が膨らむときは，国民所得が増大して

も，貯蓄率はかえって低下すかもしれないし，

年齢的に貯蓄率が高くなる４０‐５０歳代の層が膨

らむときは，社会全体の貯蓄率は上昇傾向を示

すかもしれない。昨今の日本のように人口の高

齢化が急速に進み，退職後の年金生活者の層が

厚くなると，社会の貯蓄率は低下していかざる

を得ない。戦後の米国における貯蓄率の動きを

理解するうえで，単に国民所得の変化だけでな

く，社会の年齢構成の変化や，さらに世代のビ

ヘヴィヤーの変化などを考慮に入れることが必

須と考えられたのは当然であろう（Summers

& Carroll, １９８７；Bosworth, Burtless & Sabel-

haus, １９９１；Gokhale, Kotlikoff & Sabelhaus,

１９９６など）。

日本に比べ米国の貯蓄率が低いのは以前から

良く知られている。それにしても米国の貯蓄率

は近年低下の一途をたどってきた。この現象を

ＬＣＨを踏まえ，社会の年齢構成の変化の面か

ら捉えようとする分析は，必ずしも成功してい

ない。何故か？

米国で，“depression cohorts”という言葉を

耳にすることがある。「コウホート」とは，古

代のローマの軍団（legionの１０分の１規模）か

ら来た言葉で，生育の過程で同じような体験を

共有しあった集団を意味する。“depression co-

horts”は，成長期，おそらく学校を出て就職す

る前後の時期に「大不況」を経験した人々，具

体的には１９８０年時点で，６０から７５歳くらいの階

層（３０年代のディプレッションを１５‐２５歳くら

いのとき経験した人たち）を指している。彼ら

の多くは経済の先行きについて控えめで，「こ

の景気がいつまで続くか分からない」と，「明

日は明日で何とかなるさ」という行動パターン

からは遠い。その点戦後に成人したグループは

（“baby-boomer cohorts”），就職についても収

入に関しても，いつも予想以上に展開してきた

ので，先の見通しが明るく，「宵越しの金は持

たない」傾向が強い。

Modiglianiのライフサイクル仮説が理論的に

一般性を持つとしても，生涯にわたる消費・貯

蓄行動パターンは，戦前育ちと戦後育ち，さら

にベイビーブームが終わった後に出生したコウ

ホートとでは，同じでないかもしれない。At-

tanasio（１９９３；１９９８）は米国の家計データ（CEX

調査）をもとに，家計の貯蓄行動はＬＣＨの示

唆する“hump”（背中のこぶ）状のパターンを

たどるが，年齢・貯蓄曲線はコウホートによっ

て上下にシフトすることを明らかにした。上述
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のように，１９１０年代・１９２０年代初めに生まれ，３０

年代の大不況を体験したコウホートは，その前

およびその後に生まれ育ったコウホートに比べ，

年齢・貯蓄曲線は上方に位置するのである。

「この先何が起こるか分らないから，宵越しの

金を持つ」傾向が強い。

Attanasioの分析は統計処理に関し精緻なも

のだが，簡略すると図１＊に示されているとお

りである（＊後出 Deaton & Paxsonによる台湾

のケースにも当てはまるように意識的に作図し

た）。縦軸に世帯の貯蓄率（貯蓄／所得）をと

り，横軸に世帯主年齢を刻む。分析の対象期間

は１９８０年から１９９１年にいたる１２年間である。

１９４０年生まれは，１９８０年に４０歳，１９８５年に４５

歳，１９９１年に５１歳になっている。同じく，１９３５

年生まれは，１９８０年に４５歳，１９８５年に５０歳，１９９１

年５６歳になっている。図の上に，次々にそれぞ

れの年齢に対応する貯蓄率をドットし，それら

の曲線に順を追って出生年を表す（４０），（３５）

などを付ける（コウホートのサブスクリプトは

原文と同じでない：表１参照）。戦前の１９２０年

生まれは対象期間の初めの１９８０年には６０歳

で，１９９１年には７１歳になっている。同様に１９１５

年生まれは，それぞれ６５歳と７６歳で，これらの

表１ 隣接するコウホート間の貯蓄率の比較

出生コウホート
重なり合う年齢（歳） 平均貯蓄率の平均値 中位貯蓄率の平均値

（出生年） （出生年）
１９５５‐５９
１９５０‐５４
１９４５‐４９
１９４０‐４４
１９３５‐３９
１９３０‐３４
１９２５‐２９
１９２０‐２４
１９１５‐１９

１９５０‐５４
１９４５‐４９
１９４０‐４４
１０３５‐３９
１９３０‐３４
１９２５‐２９
１９２０‐２４
１９１５‐１９
１９１０‐１４

２８‐３４
３３‐３９
３８‐４４
４３‐４９
４８‐５４
５３‐５９
５８‐６４
６３‐６９
６８‐７４

０．１９‐０．１８
０．２０‐０．１９
０．２１‐０．１８
０．２５‐０．１９
０．２７‐０．２６
０．３１‐０．２８
０．２２‐０．２５
０．１６‐０．２０
０．１３‐０．２０

０．１２‐０．１１
０．１２‐０．１１
０．１３‐０．１２
０．１４‐０．１２
０．１７‐０．１３
０．１８‐０．１５
０．１１‐０．１２
０．０５‐０．０８
０．０４‐０．０５

出所：Attanasio,１９９８, p.５８９；p.５９１

図１ 出生コーホート別の年齢・貯蓄率パターン

注：Ｃは cohortの略，カッコ内の数字は出生年
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コウホートについては２０歳代から５０歳代にかけ

ての年齢・貯蓄曲線は描けない。他方，最初に

挙げた１９３５年や１９４０年生まれのコウホートにつ

いては，６０歳代以降の曲線は描けない。かよう

にどのコウホートについても欠損データが生じ

全領域をカヴァーしえないが，出生コウホート

ごとに部分的にせよ年齢・貯蓄率曲線を引くこ

とができる。これらの曲線を重ね合わせると，

年齢と貯蓄率の関係が浮かび上がってくる。Ｌ

ＣＨから演繹されるこぶ状の曲線になる（図

１）。

さてそれぞれ出生コウホートを表す曲線

（４０）と曲線（３５）は，右上がりの＊似たよう

な形をしているが（＊１９１０‐２０年代生まれの高齢

コウホートは右下がり），縦方向に落差が観察

される。Ｘ軸に沿ってどの年齢をとっても，曲

線（４０）のほうが曲線（３５）より上のほうに位

置している。すなわち同一年齢で，出生コウホ

ート（４０）のほうが出生コウホート（３５）に比

べ収入のより高い割合を貯蓄に回している。曲

線によって年々のブレがあるが，これは統計的

なスムージングで滑らかにしてある。その上で，

重なり合う２本の曲線の落差は，それぞれが代

表するコウホートの貯蓄ビヘヴィアーの差を表

しているとみなし，出生コウホート＊によって

表１に示されるような貯蓄率の違いがあると結

論する（＊原著では出生年を５年ごとにくくっ

ている）。

ちょうど同じ時期に，Deaton & Paxson

（１９９４）は，台湾における人口の高齢化のもと

における貯蓄率の変化を分析した。対象期間は

１９７６年から１９９０年で，世帯の貯蓄と消費支出を，

出生コウホート別に年次を追って，すなわち加

齢に従ってドットする。それらの年齢・消費／

貯蓄曲線を同一年齢階級の縦線で切って有意の

差が見いだされれば，それはコウホートによる

世代効果の差であるとみなすのは，上述 Attana-

sioと類似している。Deaton & Paxsonはその

後，世帯で貯蓄行動をするのは世帯主だけでな

く同居する親あるいは（所得を稼得している）

子供たちも含まれることから，世帯データを世

帯員個人に分割して，貯蓄行動と年齢・世代の

関係をより現実的に分析した（２０００）。

個人の貯蓄を，Modiglianiの（狭義の）年齢

に加え，世代の視点からも計量的に捉えようと

した Attanasioと Deaton & Paxsonの貢献は大

きい。ただ注意深い読者はすでに気付かれてい

るかもしれないが，彼らの接近には“時間”が

欠落している。たとえば図１の説明で，年齢４５

歳において曲線コウホート（４０）は曲線コウホ

ート（３５）より上に位置している。すなわち１９４０

年出生コウホートのほうが１９３５年出生コウホー

トより（年齢要因をコントロールした）貯蓄率

は何ほどか高い。しかし４０年コウホートが４５歳

になったのは１９８５年で，他方３５年コウホートが

４５歳だったのは１９８０年で，同一時点ではない。

１９８０年から１９８５年にかけて経済は順調に成長し，

個人の所得水準は４０歳代の人を含め上がってい

た。４０年出生コウホートが３５年出生コウホート

に比べより高率の貯蓄をしたのには，経済成長

の要因も作用していたに違いない。Attanasio

のようにモデルを構築する段階で，先験的に

「トレンド効果」は無かったと仮定するのは

（１９９８，p.５８１）必ずしも現実的でないと思わ

れる。この問題は，対象期間中米国に比べはる

かに高い経済成長を遂げた台湾のケースではよ

り深刻であろう。Deaton & Paxsonがシカゴ大

学の『高齢化をめぐるシンポジューム』で報告

した際，コメントに立った J.Skinnerは，L.Sum-

mersの有名な言葉「上げ潮はすべての小船，

少なくともすべての年齢の小船を押し上げる」

を引用した。

Attanasioにしろ，Deaton & Paxsonにしろ，

不注意で“時間”を見落としたわけではない。
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従来の経済分析はすでに述べたように，個人の

経済行動をもっぱら時間の観点，すなわち時々

の所得（株や土地の値上がりによるキャピタ

ル・ゲインを含む２）や価格の関数として捉えて

きた。Modiglianiは年齢視点を，さらに Attana-

sioや Deaton & Paxsonは世代の観点を加えた。

しかし時間が抜けた。ある時点，たとえば２０００

年に７０歳であった筆者の１人は，１９３０年に生ま

れている。年次と年齢と出生コウホートの間に

は，線形の従属関係が存在し（Attanasio，１９９８，

p.１０），任意の２変数を選べば，３番目の変数

は自動的に決まっている。２００５年に，１９８０年出

生コウホートを指定すれば，年齢に関して２５歳

以外は選ばれようが無い。３つの変数がそれぞ

れに独立ではないのである。年齢・世代（出生

コウホート）・時代の３要素で説明しているつ

もりでも，実は２つの変数で説明しているのと

本質的には変わらないとされている（Hall，

Mairesse & Turner，２００５，pp.４-６）。コウホー

ト分析における「識別問題」で，節を改めて解

説し，現実的な対処の仕方を模索したい。

３ コウホート分析の考え方
――架空の具体例を使って

表２はある食品の消費がマクロの１人当り総

平均ではなく，個人の年齢階級別に，１９８０年か

ら２００５年の期間にどう変化したかを示している

（架空例）。誰の目にも明白なのは，この期間

どの年次をとっても，この食品は中高年になる

ほど多く食べているが，その傾向は最近年にな

るほど顕著である。表の数字を縦方向に読むと，

年次によりまた一部の年齢階級によって例外は

あるが，１９８０年から２００５年にかけて傾向的には

個人消費は顕著に減少している。２０歳代から３０

歳代前半はほぼ半減しているが，５０歳代は１割

弱の減少にとどまっている。「若い人はこの食

品（現実には鮮魚や生の果物類が近い）を近年

あまり食べなくなったが，年寄りは以前同様食

べている」は，正当な記述であろう。

しかし２００５年の中・高年は，以前から中・高

年だったわけではない。２００５年の４５‐４９歳は１９８０

年には２０‐２４歳，２００５年の初老５０‐５４歳は２５年前

には当然のことながら２５‐２９歳の「若者」だっ

たのである。４５‐４９歳階級を縦に眺めると，消

費は１９８０年の１７．５から２００５年の１３．９にかなり減

っているが，２００５年のこのグループは１９８０年に

は２０歳代前半で当時の消費は１０をおそらく下回

っていたと推測される（１９８０年の行を左方に延

ばす；同時に１９８５年の２５‐２９歳を斜め左上に延

ばす）。彼らは２００５年になって急に食べなくな

ったのではなく，２５年前からこの食品をあまり

食べておらず，その後４０歳代へ加齢したにも拘

らず，１９８０年当時の４０歳代の人の水準までには

消費を増やさなかった。消費を減らしたと読む

のではなく，スタートラインが低かったから，

表２ ある食品（架空）の個人年齢階級別消費量，１９８０‐２００５年
（kg／人・年）

年次／年齢 ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９（歳）

１９８０ １０．９ １２．６ １４．８ １５．８ １７．５ １９．６ ２０．３

１９８５ ８．８ １１．５ １４．２ １７．２ １８．７ １９．７ ２０．７

１９９０ ７．３ １０．１ １２．７ １５．８ １８．４ １９．３ １９．４

１９９５ ７．２ ８．８ １０．９ １４．４ １９．３ ２０．９ ２１．１

２０００ ６．３ ７．６ ９．６ １３．１ １５．３ １９．２ ２１．０

２００５ ５．９ ７．１ ８．７ １０．６ １３．９ １７．６ １９．４

社会科学研究のためのコウホート分析

２１



加齢のプラスの効果にも拘らず以前の中年水準

にまでは達しなかったと見るのである。

どうせ架空例だからと想像をたくましくすれ

ば，２００５年の３０歳代は突然７‐８kgに落ちたの

ではなく，１９８０年時点で５‐１４歳の児童だった

ころからこの食品にはなじんでいなかったのか

もしれない。「人の舌は３歳で決まる」などと

いわれるが，３歳は早すぎるとしても，小学校

の高学年ころに形成された食嗜好・習慣は，そ

の後の加齢によって形を変えるとしても，食消

費を司るベースとして中・高年まで持ち越され

ることは十分ありうるだろう。表２に即して言

えば，この食品の消費を分析する場合，横の年

齢軸と縦の経年軸だけでなく，対角線上に眺め

ることも必要であると思われる。

たとえば，１９９５年に年齢階級（以下略）４５‐

４９歳は１人当たり平均（以下略）１９．３kg（以下

略）消費した。この階級は１９４６‐１９５０年に出生

している。彼らが１０歳前後，１９５０年代後半の時

点でこの食品に対する嗜好・態度がほぼ固まる

として，とりあえずその性向を量的に C（１９４６

‐１９５０）と表すことが出来るとする。表２から

明らかなように，この食品の消費には個人の年

齢が大きくかかわっている。ここでは４５‐４９歳

特有の値である。これを A（４５‐４９）とおく。

さらにこの食品の消費は経年的に変化し，たと

えば２０００年から２００５年にかけてはどの年齢階級

も減少している。年次による変化も無視できな

い。（出生年と年齢とは別個の）１９９５年特有の

値を，T（１９９５）とおく。とすると上の４５‐４９歳

の１人当たり消費は：１９．３＝ B＋C（１９４６‐

１９５０） ＋ A（４５‐４９） ＋ T（１９９５） ＋ E……

（１）（ただし B は定数項；E は誤差項）とな

る。統計的な課題としては，表２のデータから，

これらの出生コウホート・年齢・年次にかかる

特有の効果を計算することである。年齢効果

は，２５‐２９から５５‐５９歳まで７個，年次効果は１９８０

から２００５年まで６個，出生コウホートは一番古

いのは１９８０年に５５‐５９歳だった１９２１‐１９２５年生ま

れから，２００５年に２５‐２９歳だった１９７６‐１９８０年生

まれまで１２個になるが，コウホートについては

最も古い２個と最も新しい２個は現れる頻度が

少ないから，まともな推計の対象にはならない

と観念すべきだろう。ここでは便宜的にそれぞ

れ隣接のコウホートの値と同じ程度と仮定しよ

う。とすると計測すべきコウホート効果は８個

に減り，未知数は計２１個になる（データは６×

７＝４２個）。

データが４２個で，推計すべきパラメータの数

が２１個だから，自由度は十分確保され推計可能

であるように思われる。しかしすでに述べたよ

うに，表２に含まれる個人年齢階級別消費を説

明する３つの変数，年齢（A）・年次（T）・出

生コウホート（C）の間には線形の従属関係が

ある（C＋A＝T）。繰り返しになるが，コウホ

ートをあらわす出生年次に特定年齢を足すと，

対象年次は一義的に決まる。ある年次を選び，

出生年次を指定すると，個人の年齢は特定の１

階級に限定される。３個の変数はそれぞれ独立

していないのである。

これは古くから計量経済学の研究者を悩ませ

てきた「多重共線性」の問題そのものであると

見る人もいる（Ramirez，２００４）。佐和によると，

「結局，多重共線の問題は，〈共線関係にある

変数の一部を除去する〉ことにより処理されて

いる，というのが実情といってさしつかえなか

ろう」（１９９５，p.１６４）。表２の処理では，年次

効果を無視して，年齢と出生コウホート効果の

２変数で説明するのが現実的で，いかにも簡単

な方法であるように思われる。事実，Attanasio

や Deaton & Paxsonはこの問題を十分意識して，

貯蓄率のコウホート分析において，時代効果を

除去したのであろう。

「混交」している（中村，１９８２，p.７７）３つ
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の因子を未調整のままでは，解は求められない

か，厳密には識別できない解しか生まれてこな

いだろう。しかし，明らかに影響のある因子を

除去して計測すれば，省かれた効果の少なくと

も一部が残された２因子のいずれか１つ，ない

し２つにかぶさるから，それらの効果が過大な

いし過小に推計されることになる。上にあげた

Deaton & Paxsonによる台湾の貯蓄率のケース

では，高度成長の「上げ潮」が出生コウホート

効果の格差を過大に，部分的には過小に評価す

ることになっているはずである。確かな外部情

報に基づき，３因子のうち特定因子の作用はほ

とんど無いと判断し得ない限り，計測の便宜上

３因子のいずれかを任意に除去することは望ま

しくない（Hall, Mairesse, & Turner,２００５）。

表２程度の簡単な数値例では，はじめに年

齢・年次・出生コウホートの３効果の存在を確

認し，上記（１）式を一般化して，すなわち：

Xit＝B＋Ck＋Ai＋Pt＋Eit……（２）

Xit＝年齢階級 i の年次 t 年における平均消費

量

B ＝総平均効果

Ck＝出生コウホート k に帰属する特有の効

果

Ai＝年齢階級 i に帰属する特有の効果

Pt＝年次 t 年に帰属する特有の効果

Eit＝誤差項

できる限り（２）式を満足させるように，Ck，

Ai，Pt，B を「目の子算」式に求めることは難

しいことではないし，不注意に出生コウホート

効果，ないし年次効果，あるいは両者を無視し

て個人の年齢別消費を決定するよりはるかに望

ましい。計量経済学をやらないが，優れた食生

活・食流通の歴史的分析家である秋谷（秋谷・

吉田，１９８８）は，『家計調査』の世帯主年齢階

級別データを元に，１９７９年以降の魚を材料に，

注意深く「世代効果」の存在を明らかにしてい

る（秋谷，２００６）。

４ 本格的なコウホート分析
――中村のベイズ型モデルを中心に

ａ．基本モデル

人間の政治的信条や経済行動は，置かれてい

るその時々の時代環境，たとえば好景気である，

バブルがはじけて株価や不動産価格が急落した

云々；個々の事象では価格が高騰した，食肉の

Ｏ‐１５７が発生したなどの時代要因に左右される。

従来の経済分析はもっぱらこの面で理論的完成

度を高め，計量経済学的に応用面でも力を発揮

してきた。心情や行動が人の年齢によって変移

するのは今に始まったわけではないが，社会の

年齢構成が安定しているときは，そのことを陽

表的にモデル化する必要は少なかった。しかし

先進国の多くでは，「少子・高齢化」が急速に

進んでいる。他方日本や台湾・韓国のように戦

後間もない時期から急速な経済・社会発展を遂

げた国においては，個人の思想・心情のみなら

ず，労働就業や消費・貯蓄の仕方に，明白な世

代間の段差が意識されるようになっている。仮

に人口動態が比較的安定しているところでも，

新・旧の世代交代は社会総体の動きに大きな変

化をもたらすことになるだろう。

このような構成員の年齢と世代要因を社会分

析に取り入れるために，従来の所得や価格を説

明変数とする時系列分析に，そのときどきの老

齢者のウエイトや特定世代の存在を指標化して

モデルに組み込む研究が現れ，ある程度の成功

を収めている（Pollak & Wales,１９８１；Fair &

Dominguez,１９９１；Denton, Mountain & Spencer,

１９９９；立花・上路，２００４）。しかしこれらの分

析は，社会構成員に占める年齢や世代を表す代

社会科学研究のためのコウホート分析
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理変数を加えると計測結果に顕著な改善が見ら

れるというものの，幾つか考えられる代表的な

世代（たとえば「１９６０年代における“baby

boom”から“baby bust”への移行」，Denton et

al., １９９９, p.４３０）がそれぞれどれほどの落差を

もたらしているのかを明示的に定量することに

は成功していない。また理論的に当然予想され

ることだが，時系列分析における年齢，出生世

代と年次の間の多重共線関係がいかように処理

されたかも明らかでない３）。

もし時系列的に，構成員個人の行動，消費，

貯蓄や選挙などに関する年齢別データが得られ

るならば，先に考え方の大筋を紹介したコウホ

ート分析を適用して，社会の経済・政治環境を

表す時間の因子に加え，構成員個々の年齢効果

と世代効果がそれぞれ何ほどのインパクトを及

ぼしてきたかを決定することが可能になると期

待される。

コウホート分析の基本モデルは，古典的な

Glen（１９７７）や Rodgers（１９８２）から最近の Yang，

Fu & Land（２００４）や Hall，Mairesse & Turner

（２００５）に至るまで，前節で示した加法的なＡ

／Ｐ／Ｃモデル，（２）式が採用されている。

共通する推計上の問題として意識され，何らか

の“工夫”（理論的な解決策は無いとされてい

る，Mason & Fienberg，１９８５）が施されてきた

のは，３つの因子：出生世代・年齢・時代の間

の１次の従属関係から生ずる「識別問題」であ

る。Rodgersは，何らかの外部情報をもとに，

たとえば隣接しあう幾つかのコウホートの効果

は同じとおく，年齢効果の最後の階級はゼロと

するなどの仮定を設けるなどの対応策を提案す

る（後述）。

われわれのこれまでの実測経験からも，たと

えば魚消費における世代効果には，若い人たち

と高齢者，厳密には高度成長期以降育ちの新し

いコウホートと，戦前・戦中生まれで肉の少な

い時代に育った旧いコウホートの間には歴然た

る段差が見られるが，１９３５‐３９年生まれと１９４０‐

４４年生まれの間に，あるいは１９６５‐６９年生まれ

と１９７０‐７４年生まれの間に意味のある格差があ

るように見えないし，あるべきとも考えられな

い４）。とすると年齢階級を５歳刻みに取ったと

き，１９３０‐３４年，１９３５‐３９年，あるいは／および

１９４０‐４４年生まれは一緒，さらに１９６５‐６９年，１９７０

‐７４年，ないし１９７５‐７９年生まれは同じと括れば，

年齢・出生コウホート・年次間にある線形の完

全な従属関係を断ち切ることができる。あるい

は／さらに，若い人と中年および高年齢者の間

に肉や米の消費に関し歴然とした格差が観察さ

れるとしても，２０歳代前半と２０歳代後半の間に，

あるいは４０歳代後半，５０歳代前半と５０歳代後半

の間に意味のある差はないと考えることも許さ

れるだろう。たとえば『国民栄養調査』の年齢

階級別食品群摂取量に関するデータは，未成年

は１‐６歳，７‐１４歳，１５‐１９歳だが，成人は２０‐

２９歳，３０‐３９歳，……のように１０歳刻みである。

また『家計調査年報』の世帯主年齢階級別デー

タも，２０００年版から，２９歳未満，３０‐３９歳，４０‐

４９歳のように１０歳刻みになっている。調査設計

段階において，既存の個票データなどの精査を

踏まえ，それぞれ１０歳以内の差は無視しうると

判断した結果であろう。常識的にも抵抗は少な

い。

自ら実際に計算して確かめたわけではないが，

上のような制約条件は，３つの因子のうち，年

齢，年次あるいは出生コウホートのいずれを，

またはいかなる組み合わせを選ぶかにより，ま

たどの部分（たとえば年齢の最高層か中年部分

か）に等値関係をおくかによって，計測される

３効果の評価は違ってくるだろう（Yang, Fu

& Land, ２００４, p.８１）。どれほど強い「外部情

報」が得られるにせよ，「先験的条件の恣意

性」（中村，１９８２，p.８１）は免かれない。
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中村はそのような恣意性を避けるべく，３因

子のそれぞれすべての領域に「パラメータの漸

進的変化」，すなわち年齢効果，時代効果とコ

ウホート効果の隣り合う変化が小さいという条

件を，重み（ハイパーパラメータ）つきで導入

し，ハイパーパラメータの決定も恣意的にでは

なく ABICの大きさにゆだねる（中村，１９８２；

Nakamura，１９８６）。「選択の恣意性」を避けよ

うとした Yang, Fu & Land,“Intrinsic Estima-

tor”（２００４）と考え方の点で類似しているが，

「ランク落ち」５）を避けるため，３効果すべて

について「パラメーターの漸進的変化」という

感覚的に無理のない「先験的条件」を，（ABIC

の最小化に決定をゆだねる）重み付きで導入し，

より柔軟になっている点は評価さるべきであろ

う。

中村の推計法を数式で示すと以下の通りであ

る。計算の便宜上，通常のゼロサムの制約，

（５）式を設けている。

��������������������→ min!……（３）
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�
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�����������→ min!……（４）

����������������……（５）

中村のコウホート分析モデルは，統計数理研

究所が２０歳以上８０歳未満の有権者につい

て，１９５３年以降５年おきに実施してきた『日本

人の国民性調査』の結果の解析に用いられてき

た（統数研，２００４）。データは年齢５歳刻み

で，５年おきに得られる代表的な「標準コウホ

ート表」で，コウホート分析には最適である。

しかし中村が松田（１９９３）と家計の米消費のコ

ウホート分析に用いたデータは，『家計調査年

報』に記載されている世帯主年齢階級別データ

そのままである。岡本（２００３）が中村モデルを

用いて家計のワイン消費のコウホート分析に用

いたデータも，同じく世帯主の年齢階級別デー

タである。それぞれ１人当たりに換算している

が，コウホート分析に用いるのには問題がある。

世帯員全員が世帯主と同年齢階級に属するわけ

ではない。たとえば１９８０年に世帯主３０歳代の４

人家族がワインを８本消費し，２０００年に５０歳代

の４人家族が１２本消費したとしよう。それぞれ

世帯員数４で割って，このコウホートは１９８０年

から２０００年にかけてワインの消費を２．０本から

３．０本に増やしたと見るのには問題がある。１９８０

年には世帯員４人のうち２人は幼児であった

が，２０００年における世帯主夫婦以外の２人は２０

歳代の若者で，彼らがこの世帯で消費した１２本

の半分を飲んでいるのかもしれない。とすると，

このコウホートは実際には８／２＝４から，１２

／４＝３に消費を減らしたと見るべきだろう。

米の場合でも，世帯主夫婦以外の同居する子供

が幼児から，ティーンエイジャー，「パラサイ

ト・シングル」に成長するにつれ，個人消費は

大きく変化するから，世帯員数による単なる割

り算で得られたデータは，コウホート分析には

なじまない。

われわれはこれまで，『国民性調査』のよう

な直接的な調査結果ではないが，『家計調査年

報』記載の世帯主年齢階級別データから，世帯

員構成を陽表的に考慮に入れたMori & Inaba

model（１９９７）；Tnaka, Mori & Inaba model

（２００４）を用いて，幼児から同居する老齢者を

含む世帯員個人の年齢階級別データを間接的に

算出し，このデータを用いてコウホート分析を

行ってきた。世帯データから個人データを導出

する手法と得られた分析結果については，すで

に学会誌や本『年報』などに発表してきたので，

ここでは割愛する（Mori & Inaba，１９９７；Tanaka,

Mori, and Inaba，２００４；田中・森・稲葉・石

橋，２００４；森・田中・稲葉，２００４など）。

本稿では世帯主年齢階級別消費が数量的に得

社会科学研究のためのコウホート分析
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られる１９７９年から２００５年の期間について，鮮魚

の家計内消費を例にコウホート分析を実行し，

社会科学分析におけるコウホート分析の意義と，

分析をより有用にするための方策などを検討す

る。魚は食肉との対比で年齢による違い（一般

に歳を取ると魚が好くなる）と，新・旧世代に

よる違い（新しい世代はハンバーガー；旧い世

代はさしみ）が判然としており，その理由も中

年以上の日本人には想像しやすいので，結果の

吟味に多くの読者が参画することができるだろ

う。

ｂ．計測結果

表３は，改良 Tanaka, Mori & Inabaモデル

を使って推計した個人の年齢階級別の鮮魚の家

計内消費の動きを示している。鮮魚については

これまで幾度か推計を試みてきたが，今回は

『家計調査』において集計世帯数が極端に少な

いため年々のブレが大きい６）２５歳未満層を２５‐

２９歳階級と合わせて２９歳未満層として扱った。

２０‐２４歳の推計値が安定しただけでなく，先験

的な「漸進的変化」（隣り合う年齢間の差は小

さい）の条件に大きく左右されて決まる１５‐１９

歳，１０‐１４歳，……の推計値が安定し，さらに

表３ 個人の年齢階級別鮮魚消費，１９７９‐２００５年
（kg／人・年）

０‐４ ５‐９ １０‐１４ １５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４７５‐（歳）

１９７９ ７．１７ ８．６８ ９．７８ １０．２３ １０．７８ １１．２７ １２．８２ １４．１５ １４．８５ １６．１６ １９．８０ ２０．２１ ２０．６４ １９．８５ １７．７５ １５．４０

１９８０ ６．３４ ７．８９ ９．１５ ９．７６ １０．３６ １０．９３ １２．９９ １５．３９ １６．３１ １８．１５ １９．５５ ２０．４３ ２０．２３ １９．０２ １６．８４ １４．５８

１９８１ ５．９５ ７．４８ ８．７８ ９．３７ ９．９６ １０．５１ １２．２６ １４．４５ １５．６４ １７．０９ １９．３５ ２０．１１ ２０．２３ １８．９５ １６．７５ １４．４９

１９８２ ４．７９ ６．２５ ７．５２ ８．０４ ８．６５ ９．２７ １２．１０ １４．６５ １６．０９ １７．２１ １９．５２ ２０．３１ １９．４４ １９．１９ １７．４０ １５．１８

１９８３ ５．１０ ６．６３ ８．０４ ８．６０ ９．１９ ９．７７ １１．７４ １４．６５ １６．２９ １７．４７ ２０．１７ ２０．８２ ２０．２６ １９．４４ １７．４０ １５．１３

１９８４ ４．２３ ５．８３ ７．４１ ８．１１ ８．３９ ９．０４ １２．８８ １５．００ １６．９２ １８．６７ １９．６３ ２１．０１ ２１．４０ ２０．４１ １８．２０ １５．７８

１９８５ ４．３６ ５．６０ ６．８７ ７．４８ ８．００ ８．６５ １１．３９ １３．９８ １７．５０ １８．５０ １９．４８ ２０．４５ ２０．７１ ２０．４５ １８．５１ １６．１１

１９８６ ３．９０ ５．４８ ７．０５ ８．００ ８．７０ ９．１９ １１．２６ １３．８５ １６．７３ １８．４６ ２０．１６ ２０．７１ １９．４３ １８．９５ １７．１３ １４．９６

１９８７ ３．２５ ４．７４ ６．３２ ７．２３ ７．４７ ７．９０ １０．９８ １３．５９ １６．９９ １８．６９ １９．１７ １９．７１ １９．８０ １８．８５ １６．８１ １４．５６

１９８８ ２．８３ ４．２９ ５．８０ ６．６５ ７．００ ７．５１ １１．２８ １３．４３ １７．１７ １８．５５ １９．２５ １９．７９ １９．４５ １８．７７ １６．８６ １４．６４

１９８９ ３．３２ ４．５８ ６．０１ ６．９６ ７．３７ ７．７８ ９．８０ １２．３３ １５．７２ １８．８３ １９．４２ １９．５６ １９．８４ １９．３１ １７．４１ １５．１２

１９９０ ２．３８ ３．７１ ５．２４ ６．３０ ６．７０ ７．１４ ９．８７ １２．６９ １６．０３ １８．１５ １８．９４ １９．１５ １９．４３ １８．７４ １６．８５ １４．６３

１９９１ ２．０７ ３．３６ ４．８０ ５．８８ ６．４６ ７．００ １０．３４ １３．０６ １５．６２ １８．６１ １９．６９ １９．７４ １９．４０ １９．４１ １７．７４ １５．５２

１９９２ ２．７３ ３．８３ ５．１９ ６．３０ ７．２０ ７．８９ ９．００ １２．５９ １５．８１ １９．２２ ２０．４０ ２０．９８ ２１．００ ２０．７２ １８．７９ １６．３７

１９９３ ２．３５ ３．４３ ４．７３ ５．７７ ６．５３ ７．１５ ９．０２ １２．４７ １６．１４ １９．９８ ２０．９６ ２１．２３ ２１．０１ ２１．２８ １９．５２ １７．１０

１９９４ ２．２１ ３．３１ ４．６３ ５．８１ ６．７５ ７．３４ ９．４８ １１．１９ １５．２５ １９．３２ ２０．８６ ２０．６４ ２０．１３ １９．８２ １８．００ １５．７４

１９９５ １．８１ ２．９１ ４．３６ ５．７２ ６．８３ ７．４７ ８．７６ １０．９３ １４．０３ １９．６５ ２１．１２ ２１．２６ ２０．２５ １９．７９ １７．９３ １５．６７

１９９６ ０．９６ １．９５ ３．３２ ４．６８ ５．９３ ６．８６ ８．４１ １０．７５ １４．４８ １８．２６ ２０．４１ ２１．３７ ２０．７７ ２０．０５ １８．０３ １５．７２

１９９７ ０．７９ １．８０ ３．１８ ４．５２ ５．８０ ６．８２ ８．３８ １０．９０ １４．５３ １７．６６ ２０．４２ ２１．５４ ２１．６０ ２０．４２ １８．１５ １５．７４

１９９８ １．０４ １．９９ ３．２２ ４．４２ ５．５７ ６．５８ ８．３８ １０．５４ １３．８１ １７．６０ １９．９６ ２１．１９ ２０．８４ ２０．０７ １８．０１ １５．６８

１９９９ １．１５ １．９９ ３．１１ ４．２１ ５．３２ ６．３７ ８．０９ １０．００ １３．０７ １６．５６ １８．９５ ２０．５４ ２０．６７ ２０．４０ １８．５１ １６．１８

２０００ ０．７８ １．７０ ２．８５ ３．８５ ５．０３ ６．１１ ７．４１ ９．６１ １３．６４ １５．２３ ２０．００ ２１．６２ ２０．９７ ２０．５８ １８．５９ １６．２３

２００１ １．０８ １．８８ ３．０６ ４．２０ ５．４２ ６．４４ ７．１９ ９．００ １２．６８ １４．４６ １８．９２ ２０．３８ ２０．２４ １９．９３ １８．０４ １５．７５

２００２ １．４０ ２．２１ ３．３４ ４．４３ ５．５０ ６．５１ ８．０２ ９．８４ １２．１７ １５．２２ １８．５４ ２０．０５ ２１．０３ ２１．４５ １９．５５ １７．０９

２００３ ０．８８ １．５１ ２．５９ ３．８０ ５．０７ ６．２０ ７．４０ ８．９９ １１．２４ １４．４７ １８．３４ １９．９２ ２０．９３ ２１．２４ １９．１９ １６．７１

２００４ １．２４ １．８６ ２．７５ ３．７４ ４．８２ ５．８６ ７．２６ ８．８１ １０．５８ １３．８０ １８．１３ １９．４４ ２０．２８ ２０．７３ １９．０２ １６．６７

２００５ ０．７７ １．４０ ２．４４ ３．５８ ４．７５ ５．８５ ７．１２ ８．７４ １０．８４ １３．８９ １７．２６ １８．９４ ２０．１２ ２０．４６ １８．４４ １６．０３

出所：森が Tanaka，Mori & Inaba modelを使い，『家計調査年報』の世帯主年齢階級別データから推計
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それらの未成年を多くかかえる世帯の親，特に

３０歳代および４０歳代の推計値も安定した。また

制約条件として加えた「漸進的変化の条件式」

（隣接する年齢階級間の差は小さい）のうち標

準残差が２．０より大きい場合＊はもっぱらウエイ

トの調整で処理していたが，今回は１．０対１．０の

等値の関係を，たとえば１．０５対１．０のように動

かして対処した（＊Tanaka et al.を参照のこと）。

表３を見て直ちに気付くのは，鮮魚の消費は

どの年次も，５０歳‐６０歳にかけて多くなる（７０

歳を過ぎると逓減する）。縦方向に１９７９年から

２００５年にかけ，３０歳未満層の鮮魚消費は半分以

下に激減した。２０歳未満の未成年層の減少は特

に著しい。３０歳から５０歳代前半にかけて２０‐３０％

近く減少しているが，５５歳以上層は以前の高い

水準を維持したままである。１例だけ挙げる

と，２０００年代に入って４０歳代後半は１９８０年代初

めの１７．０から１４．０に減っているが，この階級は

１９８０年代初めに２０歳代前半で，当時の消費量は

１０．０前後に過ぎなかった。このコウホートは，

加齢と時代の推移により，１０．０から１４．０に増え

たと読むことができる。繰り返し述べてきたが，

コウホート表は横（年齢）・縦（年次）だけで

なく，対角線（出生コウホート）に沿って読む

必要がある。その作業をコンピュータの中で反

復的に行うのが中村のベイズ型モデルである。

表３は０‐４歳，５‐９歳，……，７５歳以上ま

で全年齢階級を５歳刻みでカヴァーしている。

魚の消費について，果たして幾歳のころ，生涯

とは言わないまでもその後相当期間持ち越され

る食嗜好・習慣が形成されるのであろうか。親

と一緒に生活している間は親に合わせて魚を食

べるが，独立するとほとんど肉ばかりになると

いうケースもあるだろうし，親と一緒に生活す

る間に魚を食べる習慣が付いてしまうという場

合も考えられる。親と一緒に生活していても，

食事は別々，あるいは副食は別々というケース

はよく耳にする。「食」の専門家でない筆者ら

にはよく分らないが，推計データの信頼性７）も

あって，本稿では世代効果は１０歳代の後半ころ

に形成されると想定し，コウホート分析でカヴ

ァーされる領域を１５‐１９歳から７５歳以上の１３階

級とする８）。制約条件「パラメータの漸進的変

化」に課するハイパーパラメータの値は（前出

（４）式），２－５から２５の範囲で与え，逐次計

算で ABICが最小になるようにして（３）式の

最小二乗解を求める。本稿でもすでに述べたし，

すでに他の論稿で述べてきたように（森，２００１，

３０２ページ；朝野，２００１，３５８‐５９ページなど），

逐次計算で ABICが最小になるハイパーパラメ

ータの組み合わせが唯一無二の「最適解」を与

えるとは限らない。算出された年齢・世代効果

を使ってシミュレーションすると，遠くない将

来において日本人の若い年齢層は米の消費がゼ

ロないしマイナスになるなど明らかに不都合な

結果になることが生じた。その場合には，ハイ

パーパラメータの値を，微調整しなければなら

ない。

本稿においても，ABIC最小化で選ばれたハ

イパーパラメータの組み合わせを，多少「微調

整」して（ここでは世代効果にかかるハイパー

パラメータを１６から１２にした，すなわち世代効

果に対するペナルティーをやや重くした），得

られた結果が表４に示されている。さらに意図

的に世代効果に対して年齢効果の効きを良くす

るため，年齢効果に対するハイパーパラメータ

をやや大ききした（３２から６４へ）。その結果が

表５に示される。元になったデータ（表３）を

見ただけで，加齢効果はプラス，新・旧世代交

代の効果はマイナスに働くことが想像されたが，

表４も表５もその予想を裏付けている。相対的

に年齢効果の効きを強めに見ると，高齢化が進

む今後の日本では，消費の予測はやや楽観的に

（消費減は小さく），逆に世代効果の効きを強

社会科学研究のためのコウホート分析
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めに見ると，消費予測は悲観的に（消費減は大

きく）なる。統計学的にはその中間のどこかに

唯一の真理があると結論されるのかもしれない

が，われわれは「甘く見れば（高齢化のプラス

効果により大きく期待すれば）こう；辛く見れ

ば（世代交代のマイナス効果をより強く仮定す

ると）こう」といった幅のある結論を出すほう

が，世俗的にはより有用ではなかろうかと愚考

する。

５ コウホート分析の結果を使って将
来時点の消費をシミュレートする

前節で１９８０年から２００４年の期間＊にわたる個

人の年齢別鮮魚消費を，（狭義の）年齢・出生

世代・年次の３効果に分離した（＊１９７９年は第

２次オイルショックによる「異常年」のため，

また２００５年は計算プログラムの関係でそれぞれ

計算から除去）。推定された定数項の総平均効

果と各年齢効果，年次効果と世代効果を合成す

ると，ある年次における特定年齢階級（出生コ

ウホートは自動的に決まる）の消費がプレディ

表４ １９８０‐２００４年の鮮魚の家庭内消費を年齢・年次・世代効果に分離する（世代効果を年齢効果に比べ
相対的にやや重く見た場合）

総平均効果＝１３．７３kg （kg／人・年）

年齢効果：Ai 年次効果：Pt 世代効果：Ck

年齢階級（歳） 暦年 出生期間

１５‐１９ －３．２１
２０‐２４ －３．４８
２５‐２９ －３．９３
３０‐３４ －３．１６
３５‐３９ －２．１４
４０‐４４ －０．４３
４５‐４９ １．３３
５０‐５４ ２．８７
５５‐５９ ３．５７
６０‐６４ ３．６５
６５‐６９ ３．４５
７０‐７４ １．７５
７５‐ －０．２６

１９８０ ０．１０
１９８１ －０．２５
１９８２ －０．３５
１９８３ ０．０１
１９８４ ０．４２
１９８５ ０．１６
１９８６ －０．０４
１９８７ －０．４０
１９８８ －０．４２
１９８９ －０．４１
１９９０ －０．６９
１９９１ －０．２９
１９９２ ０．４２
１９９３ ０．６８
１９９４ ０．１８
１９９５ ０．２２
１９９６ ０．０７
１９９７ ０．２６
１９９８ ０．１０
１９９９ －０．０５
２０００ ０．０８
２００１ －０．２５
２００２ ０．４１
２００３ ０．１１
２００４ －０．０８

～１９０５ １．３１
１９０６‐１９１０ １．７７
１９１１‐１９１５ ２．０６
１９１６‐１９２０ ２．４０
１９２１‐１９２５ ２．６９
１９２６‐１９３０ ３．００
１９３１‐１９３５ ３．００
１９３６‐１９４０ ３．３１
１９４１‐１９４５ ３．７８
１９４６‐１９５０ ２．９６
１９５１‐１９５５ １．０３
１９５６‐１９６０ －０．５８
１９６１‐１９６５ －１．９８
１９６６‐１９７０ －２．８８
１９７１‐１９７５ －３．６９
１９７６‐１９８０ －５．０６
１９８１‐１９８５ －６．２７
１９８６‐１９９０ －６．８８

１９７９・２００５ 省略

бA２＝３２ бP２＝８ бC２＝１２
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クトされる。たとえば１９９０年における４０歳代前

半の予測値は表４から：総平均効果１３．７３＋４０‐

４４歳の年齢効果－０．４３＋１９９０年の時代効果－

０．６９＋１９４６‐１９５０年出生コウホートの世代効果

２．９６＝１５．５７で，コウホート計算の元になった

表２の元数値，１６．０３との差は，２．８７％である。

全期間のすべての年齢階級についての予測誤差

は，表６に同じく％表示で示しておいた。すべ

ての効果は加法方式で決定されているため，元

の絶対値が小さな最近年の若年齢階級の誤差

（％）は大きくなっている。この点に関しては，

付録の log変換で論ずることにする。

将来時点，たとえば２０１５年における上と同じ

４０歳代前半の個人の消費を予測するには，まず

同年におけるこの年齢階級は１９７１‐１９７５年に出

生しており，その世代効果は－３．６９である。総

平均効果１３．７３＋４０‐４４歳の年齢効果－０．４３＋世

代効果－３．６９＝９．６１になる。２０１５年の年次効果

は不明だが，ここ数年（年齢要因を補正した）

ネットの時代効果はかなり安定しているから，

２００１‐２００４年の平均が維持されると大胆に仮定

して，０．０４８とおくと，９．６１＋０．０４８＝９．６６とな

る。この要領で他の年齢階級の枡を埋めていく

ことになる。ただ問題になるのは，２０１５年の１５

‐１９歳は１９９６年‐２０００年出生で，表４および表５

の分析期間の最終年２００４年には計測の対象年齢

表５ １９８０‐２００５年の鮮魚の家庭内消費を年齢・年次・世代効果に分離する（世代効果より年齢効果を相
対的にやや重く見た場合）

総平均効果＝１３．７５kg （kg／人・年）

年齢効果：Ai 年次効果：Pt 世代効果：Ck

年齢階級（歳） 暦年 出生期間

１５‐１９ －４．２２
２０‐２４ －４．３２
２５‐２９ －４．６０
３０‐３４ －３．６７
３５‐３９ －２．４７
４０‐４４ －０．６０
４５‐４９ １．３３
５０‐５４ ３．０３
５５‐５９ ３．９０
６０‐６４ ４．１５
６５‐６９ ４．１３
７０‐７４ ２．５９
７５‐ ０．７５

１９８０ ０．５０
１９８１ ０．１２
１９８２ －０．０２
１９８３ ０．３１
１９８４ ０．６９
１９８５ ０．４０
１９８６ ０．１６
１９８７ －０．２３
１９８８ －０．２９
１９８９ －０．３１
１９９０ －０．６３
１９９１ －０．２５
１９９２ ０．４２
１９９３ ０．６４
１９９４ ０．１２
１９９５ ０．１２
１９９６ －０．０６
１９９７ ０．１０
１９９８ －０．１０
１９９９ －０．２９
２０００ －０．１９
２００１ －０．５５
２００２ ０．０８
２００３ －０．２６
２００４ －０．４８

～１９０５ －０．１１
１９０６‐１９１０ ０．５１
１９１１‐１９１５ ０．９７
１９１６‐１９２０ １．４８
１９２１‐１９２５ １．９４
１９２６‐１９３０ ２．４１
１９３１‐１９３５ ２．５８
１９３６‐１９４０ ３．０６
１９４１‐１９４５ ３．７０
１９４６‐１９５０ ３．０５
１９５１‐１９５５ １．２８
１９５６‐１９６０ －０．１６
１９６１‐１９６５ －１．３９
１９６６‐１９７０ －２．１３
１９７１‐１９７５ －２．７７
１９７６‐１９８０ －３．９７
１９８１‐１９８５ －５．０１
１９８６‐１９９０ －５．４５

１９７９・２００５ 省略

бA２＝６４ бP２＝８ бC２＝１２
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に達していない。２０‐２４歳も同様である。表４

および表５の数値を見る限り，世代効果は新し

くなるほど逓減傾向にある。しかしその傾向は

理由を問わず停止すると仮定しよう。すなわち，

これからの新しいコウホートの世代効果は，

１９８６‐１９９０年出生と同じ－６．８８にとどまるとす

る（以上は表４のケース）。以上の仮定は２００５

年の予測にも採用する。

表７にこのようにして得られた２００５年，２０１５

年および２０２５年における個人年齢階級別の鮮魚

消費（１人・１年当たり）の予測値が示されて

いる。戦後，特に１９６０年代以降に生まれたコウ

ホートは新しくなるほど負の値が加速度的に大

きくなっているが，その傾向を無視してこれか

ら成人するコウホートは，１９８６‐１９９０年出生の

世代効果を受け継ぐと仮定しているから，２０１５

年の１５‐１９歳と２０‐２４歳はやや「甘目に」（過大

に）に予測されているきらいがある。２０２５年の

３０‐３４歳までの若年階級も同様であろう。表７

のその（２）は，先に述べたように，加齢効果

のプラス傾向をやや大きめに仮定して（年齢効

果に対するペナルティーをやや軽くして）コウ

ホート分析を実行した結果を受けており，２０２５

年予測において５０歳代以上層がやや高めに予測

されている（表５のケース）。としても，２０年

先の中・高齢者は戦後の高度成長期以降に生ま

れたコウホートで，負の大きな世代効果を抱え

ているから，２０２５年の６０歳代まで，鮮魚の個人

表６ 表４の（鮮魚消費）分析結果の再現度［（理論値－観測値）／観測値］（％）

１５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐
（歳）

１９８０ １１．５２ ５．６７ ０．０５ －４．９２ －０．５６ －２．４３ －０．０５ －０．７２ １．６７ １．７３ －１．６９ －３．０３ －２．０６

１９８１ １３．４８ ８．２０ ２．４３ －５．１７ －３．５５ －５．１９ －４．５８ ０．０３ １．５４ ３．１６ －０．５９ －１．８５ －０．９２

１９８２ ２．６２ －１．３３ －６．１０ －２．５６ －０．３６ ２．２３ －３．６４ １．４０ ２．７０ －０．５７ ０．８２ ２．１８ ３．７１

１９８３ ６．８４ ３．７４ －１．０９ －５．４９ －１．７１ －３．７８ －４．５３ ２．７７ ３．０５ １．４３ －０．１３ －０．２３ ０．３９

１９８４ －１．６３ －６．９９ －１０．２０ ３．６６ －０．９８ －２．９０ －０．３４ －２．００ １．６８ ４．４９ ２．２８ １．６０ １．３１

１９８５ －４．３１ －５．４４ －８．４９ －３．２７ －５．３２ １．４６ －０．１９ －１．４６ －０．０３ ２．２８ ３．４１ ４．３４ ４．３８

１９８６ ６．９９ ７．４０ ３．１１ ０．１６ －２．０７ －０．９０ ０．１６ ２．６４ ２．１８ －３．４４ －３．４９ －２．６０ －２．０３

１９８７ ４．３１ －０．６１ －４．６０ ３．８２ １．４７ ３．７２ ２．８１ －０．８３ －０．９７ ０．００ －２．４４ －２．８３ －２．７５

１９８８ －１．２４ －４．４６ －５．９８ ９．４４ ３．３６ ５．８３ １．７０ －０．６１ －０．４４ －１．９８ －３．０６ －２．７９ －２．４２

１９８９ ５．３９ ３．０４ １．１３ －１．１０ －２．２５ －１．９１ ２．５９ －０．１２ －１．７１ －０．３６ －０．５５ －０．０２ ０．３５

１９９０ ２．６０ ０．３０ ０．２１ ５．７７ ５．９６ ２．８７ －０．０１ －１．４７ －２．４０ －１．３１ －２．３９ －２．０５ －１．４２

１９９１ －６．６０ －７．１７ －５．００ ８．８５ ７．９８ ０．２１ １．１７ －０．１４ －１．７０ －３．５６ －１．２６ ０．４５ １．３４

１９９２ －６．４１ －３．７４ ０．１４ －９．４７ １．４７ －０．６３ １．４７ －０．５９ ０．６４ ０．９５ １．４３ １．９４ １．７１

１９９３ －１５．９０ －１５．８０ －１１．２０ －８．９４ １．０６ ２．２５ ４．７７ ０．４３ ０．３２ －０．２２ ２．５５ ４．００ ４．０２

１９９４ －１．９０ －２．３４ ０．７９ ４．４９ －３．００ ２．３０ ４．９１ １．８６ －０．４５ －２．１７ －２．４６ －１．７０ －１．５９

１９９５ ０．６１ ０．６７ ４．４２ －０．５８ －２．８６ －３．７１ ７．１５ ２．４４ ２．０１ －１．７６ －３．１１ －２．６３ －２．７３

１９９６ －１３．１０ －７．２７ ０．４７ －０．８５ －０．５７ ２．７７ ３．０２ ０．５８ ２．７７ １．２１ －１．０３ －１．５６ －１．８２

１９９７ －１６．００ －８．２８ －０．５６ －１．１２ １．６２ ３．９９ ０．８２ ０．４９ ２．２１ ３．８３ －０．１５ －２．２９ －３．２８

１９９８ －９．４８ －４．９４ ０．７０ ２．７３ ２．４６ ２．４８ ３．６０ －０．１７ ０．９１ ０．８０ －１．１０ －２．５１ －３．０１

１９９９ －５．４７ －１．７８ ２．４４ ３．４１ １．５８ ０．６２ ０．８３ －３．８１ －１．９２ ０．４５ １．３０ ０．７８ ０．７８

２０００ －１２．５０ －４．８５ －１．２３ －４．８２ －０．８７ ６．１６ －６．１６ １．８０ ２．１３ ０．９４ １．５１ ０．１７ －０．０９

２００１ ７．６３ １３．２４ １３．３２ －１．１９ －２．０５ ３．８７ －７．３１ －０．０２ －１．４１ －１．４７ －０．３５ －１．０６ －１．４３

２００２ ０．１８ ６．８３ ８．２４ ３．０３ １．７４ －３．３１ －４．２０ －３．５７ －５．５７ －１．２６ ３．３７ ３．３４ ２．２９

２００３ －５．１３ ９．７２ １２．９８ １．２２ －２．１５ －６．６４ －５．２８ －０．９２ －３．９０ －０．７４ ３．５６ ３．１１ １．５３

２００４ １．４６ １３．９７ １５．８１ ４．１４ －０．０６ －８．８６ －６．７０ １．０８ －４．６６ －３．５０ １．８０ ３．２３ ２．０６

３０



消費は表７に見るように相当程度低下すること

になろう。「日本人は中年を過ぎれば魚を食べ

るようになる」（加齢効果がプラスに働く）の

は確かだとしても，そもそもスタートする土台

（世代効果）が低いので，２０年先の高齢者は現

時点以前の年寄りほどには魚を食べないだろう

と予測される。

表７の年齢別個人消費にそれぞれの人口をか

けると，２０１５年および２０２５年における年齢階級

別総消費の予測値が算出される（表８）。鮮魚

の総消費は恣意的に加齢効果に期待をかけても

（その（２）），今後２０年間に１４％弱減少するこ

とが予想される。鮮魚消費そのものが本稿の目

的ではないのでこれ以上深入りしないが，これ

までの勢いが続けば，２０年先には６０歳代以上の

高齢者が家計内鮮魚消費の過半を占めることに

なりそうである。マーケティング当事者として

はその事態に備えるべきだし，総消費の維持な

いし増加を願う関係者は，新しいコウホートの

「魚離れ」をブロックするために有効な方策を

真剣に模索する必要があるだろう。

Appendix 通常の加法モデルに
替わる log 変換モデルの検討

付録表１は，ある期間（１９８０‐１９９９年）にお

ける個人年齢階級別消費の架空データ（本文表

２に準ずる）である。初めの５年間は２０歳代

５．０，３０歳代１０．０，４０歳代１２．０，５０歳代１５．０，

６０歳代２０．０，７０歳代１５．０で，次の５年間はそれ

ぞれの年齢階級は一様に２０％ずつ増大，さらに

次の５年間はさらに一様に５０％増，１９９５年から

の最後の５年間は一様にそれぞれ２０％ずつ減少

したように作成されている。加齢の効果は２０歳

代から３０歳代，４０歳代，５０歳代，６０歳代，７０歳

代にかけて０．５：１．０：１．２：１．５：２．０：１．５のよ

うに比例的に増減する。経時的にはそれぞれの

階級が同じ割合で変化するから，どの時点を取

っても大きさの比例関係は変わらない（一つ一

つのマス目の数値は，正規乱数（平均＝０，分

表７ 年齢階級別鮮魚消費予測，２００５，２０１５，２０２５年 （kg／人・年）

１５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐（歳）

その（１） ２００５ ３．７０ ４．０４ ４．８０ ６．９４ ８．７７ １１．３８ １４．５４ １７．６９ ２０．３２ ２１．２２ ２０．５５ １８．５４ １６．５３

２０１５ ３．７０ ３．４３ ２．９８ ４．３６ ６．５９ ９．６７ １２．２４ １４．６８ １６．７８ １８．４７ ２０．１２ １９．３２ １６．８４

２０２５ ３．７０ ３．４３ ２．９８ ３．７５ ４．７７ ７．０９ １０．０６ １２．９７ １４．４８ １５．４６ １６．６６ １６．５７ １６．４９

その（２） ２００５ ３．６８ ４．０２ ４．７８ ６．９１ ８．７５ １１．３６ １４．５２ １７．６６ ２０．３０ ２１．２０ ２０．５４ １８．５２ １６．５１

２０１５ ３．６８ ３．５８ ３．３０ ４．６７ ６．９１ ９．９８ １２．５５ １４．９９ １７．０９ １８．７８ ２０．３４ １９．６４ １７．１６

２０２５ ３．６８ ３．５８ ３．３０ ４．２３ ５．４３ ７．７４ １０．７１ １３．６１ １５．１２ １６．１１ １７．３２ １７．２２ １７．１５

表８ 年齢階級別鮮魚総消費予測，２００５，２０１５，２０２５年 （mt／年）

１５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐（歳） 総計

その（１）２００５ ２４，３２４ ３０，４８６ ４０，９１５ ６８，２９７ ７６，９８３ ９２，０７６ １１２，６１２ １５５，５４８ ２０７，７７２ １７９，７９７ １５１，６３８ １２２，１７９ １８８，８３９１，４５１，４６５

２０１５ ２１，９３０ ２１，０６４ ２０，１８１ ３３，６４２ ５６，４４３ ９４，６２１ １０６，１２１ １１６，０８９ １２５，２７９ １５４，１６９ １９１，０６０ １４５，６９２ ２６４，９７７１，３５１，２６８

２０２５ ２０，０３９ ２０，２４４ １８，３６６ ２３，８１６ ３２，６３６ ５４，５２２ ８５，１８８ １２４，２１４ １２１，３４２ １１６，５２２ １１６，０３７ １２４，２９２ ３３４，１０４１，１９１，３２２

その（２）２００５ ２４，１９２ ３０，３３５ ４０，７４５ ６８，００１ ７６，８０８ ９１，９１４ １１２，４５７ １５５，２８４ ２０７，５６８ １７９，６２８ １５１，５６５ １２２，０４７ １８８，６１０１，４４９，１５３

２０１５ ２１，８１１ ２１，９８５ ２２，３４８ ３６，０３４ ５９，１８４ ９７，６５４ １０８，８０９ １１８，５４１ １２７，５９４ １５６，７５７ １９３，１４９ １４８，１０５ ２７０，０１３１，３８１，９８２

２０２５ １９，９３１ ２１，１２９ ２０，３３８ ２６，８６５ ３７，１５２ ５９，５２１ ９０，６９２ １３０，３４３ １２６，７０６ １２１，４２１ １２０，６３４ １２９，１６７ ３４７，４７６１，２５１，３７４

人口
（千人）

２００５ ６，５７４ ７，５４６ ８，５２４ ９，８４１ ８，７７８ ８，０９１ ７，７４５ ８，７９３ １０，２２５ ８，４７３ ７，３７９ ６，５９０ １１，４２４

２０１５ ５，９２７ ６，１４１ ６，７７２ ７，７１６ ８，５６５ ９，７８５ ８，６７０ ７，９０８ ７，４６６ ８，３４７ ９，４９６ ７，５４１ １５，７３５

２０２５ ５，４１６ ５，９０２ ６，１６３ ６，３５１ ６，８４２ ７，６９０ ８，４６８ ９，５７７ ８，３８０ ７，５３７ ６，９６５ ７，５０１ ２０，２６１

３１



散＝１）の gaus（０，１）を生成して，横方

向（加齢）にも縦方向（経時）にもランダム・

エラーを含むように細工してある）。対角線上

のコウホート効果は単純化のために陽表的には

考えていない。

この仮設データに本文で採用した「加法的」＊

なコウホートモデルを適用すると，年齢・年

次・世代効果は付録表２のように推定される。

付録表１のように横にも（加齢），縦にも（経

年），意図的に比例関係で作られたデータを，

絶対値で定まったパラメータでフィットさせる

のは容易ではない。たとえば年齢効果で言え

ば，１９８０年代の初め２０歳代前半と後半はそれぞ

れ５．０で同じ，３０歳代前半と後半はそれぞれ

１０．０で，２０歳代と３０歳代の間の差は絶対値で

５．０だが，１９９０年代初めには９．０と１８．０のように

９．０の差に広がる。加法モデルではそれらを絶

対値で定まった差として捉えようとするのだか

ら，何らかの平均化作用が働かざるを得ない。

推定された値は２０歳代前半－９．０８，後半－９．９０，

３０歳代前半－３．９７，後半－４．６６で，２０歳代後半

と３０歳代前半の差は５．９３となり，良好なフィッ

トとは言えない。加法モデルによる全領域のフ

ィットの程度は，付録表３に％単位〔（元の値

－理論値）／元の値〕で示しておいた。予想さ

れたことだが，相対的に値の小さな２０歳代の再

現は％で測ると，特に良くない。

付録表１のように比例関係で分布するデータ

には，本文（２）式を下記（６）式のように，

logに変換したほうがはまりは良いと予想され

る。

logXit＝B＋Ai＋Pt＋Ck＋Eit……（６）９）

付録表１のデータを（６）式のモデルを適用

して年齢・年次・世代効果に分離すると，付録

表４のような結果になる。データを log変換し

ているため，推定されたパラメータは視覚的に

付録表１ 年齢別比例的な架空数値の比例的変化，１９８０‐９９年

２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐（歳）

１９８０ ５．２１ ４．９３ １０．２９ １０．２８ １２．１９ １２．２９ １５．０８ １５．３０ ２０．３５ ２０．４０ １５．２１ １５．０９

１９８１ ５．２７ ５．０７ １０．０３ ９．９９ １２．１０ １２．３７ １５．３３ １５．２６ ２０．２９ ２０．３９ １５．３３ １５．１４

１９８２ ４．８８ ４．７９ ９．９０ ９．９８ １１．７９ １１．９７ １４．９１ １４．７２ １９．８０ １９．７７ １４．９２ １４．８１

１９８３ ４．９４ ５．１７ １０．１２ ９．６７ １１．９４ １１．９１ １４．８４ １５．０１ １９．７８ １９．８０ １４．７４ １４．８６

１９８４ ５．０８ ４．９４ ９．８９ １０．０６ １１．８７ １１．７５ １４．８４ １４．７６ １９．８５ １９．８４ １４．８３ １４．８６

１９８５ ５．８８ ５．８１ １１．８０ １１．８３ １４．２７ １４．２１ １７．５６ １７．６６ ２３．４２ ２３．７０ １７．８４ １７．５９

１９８６ ５．７１ ５．８８ １１．８２ １１．８７ １４．１４ １４．２４ １７．７９ １７．８１ ２３．６４ ２３．６４ １７．８９ １７．５７

１９８７ ６．１６ ６．０８ １２．０４ １２．１３ １４．７５ １４．６９ １８．３３ １８．３１ ２４．４４ ２４．３３ １８．３２ １８．００

１９８８ ５．９４ ６．１９ １１．９３ １１．９７ １４．３０ １４．５５ １７．９７ １７．９８ ２４．０４ ２４．００ １８．０７ １７．８５

１９８９ ６．１３ ６．２６ １２．２６ １２．１６ １４．７９ １４．６１ １８．５５ １８．６８ ２４．５９ ２４．４４ １８．４８ １８．１２

１９９０ ９．３３ ９．１９ １８．４６ １８．５７ ２２．２２ ２２．１８ ２７．７１ ２７．６３ ３７．０４ ３７．２１ ２７．７９ ２７．７１

１９９１ ９．０７ ８．９７ １８．０５ １８．１６ ２１．７７ ２１．８０ ２７．２９ ２７．３８ ３６．３７ ３６．３０ ２７．１８ ２７．２７

１９９２ ８．７７ ９．０５ １７．９１ １８．２０ ２１．６１ ２１．５８ ２６．９７ ２７．０４ ３５．９７ ３６．００ ２６．９４ ２７．０３

１９９３ ９．０１ ８．９９ １８．２０ １８．０７ ２２．０３ ２１．７６ ２７．３０ ２７．３４ ３６．４２ ３６．５３ ２７．４７ ２７．３３

１９９４ ８．８１ ９．０６ １８．０５ １７．７８ ２１．５０ ２１．４８ ２６．８０ ２６．８７ ３５．７０ ３５．６５ ２６．８１ ２６．９５

１９９５ ７．２４ ７．４３ １４．６０ １４．４９ １７．５５ １７．５２ ２１．８１ ２１．７２ ２８．７８ ２８．９８ ２１．７８ ２１．７２

１９９６ ７．２２ ７．４８ １４．６２ １４．６０ １７．５９ １７．６５ ２２．０２ ２１．８７ ２９．４３ ２９．２０ ２１．９４ ２２．２２

１９９７ ７．１６ ７．０９ １４．４１ １４．５２ １７．５８ １７．１６ ２１．６７ ２１．４８ ２８．８１ ２８．９７ ２１．４５ ２１．５５

１９９８ ７．２３ ６．９４ １４．２１ １４．０６ １６．８４ １７．０９ ２１．１４ ２１．４１ ２８．０８ ２８．２０ ２１．１２ ２１．２０

１９９９ ７．４２ ７．２１ １４．５３ １４．４６ １７．４１ １７．４２ ２１．８０ ２１．８１ ２８．９２ ２８．９３ ２１．７５ ２１．７２

３２



判断するのは難しい。しかし得られたパラメー

タを合成し，通常値に変換した理論値を算出す

ると，付録表５に示される通りで，元のデータ

を，２０歳代を含めきわめてよく再現することに

成功している。

（６）式のモデルを，本文の表２のデータに

適用すると，付録表６の結果が得られる。ここ

でも推定された年齢・年次・世代の各効果を視

覚的に判断するのは難しいが，通常値の理論値

を合成して元数値と比較すると，付録表７のよ

うになり，絶対値でコンスタントなモデル

（２）に比べ（表６），特に最近年における若

年齢層の再現はかなり改善されているように見

える。

１） 韓国における世論調査で，「北はどんな対

象と思うか」に対し，朝鮮戦争を体験した６０
歳代以上は「警戒」「敵対」が最も高く計４２％
を占めた。これに対し，３０歳代では「協力」
「支援」が合わせて７２％，現在の大統領府や
政界の主流である４０歳代は「敵対」が最も低
い６％だった。（『朝日』２００６・８・３）

２） 前掲 Summers & Carroll；Bosworth et al.；
Attanasio，１９９３はそれぞれ別の根拠に基づ
き，１９８０年代における貯蓄率の低下に対する
「キャピタル・ゲイン仮説」を否定している。
詳しくは森『社研月報』No.４５５，２００１を参照
されたい。

３）「トレンドおよびコウホート効果の完全個
別の識別は可能でなく，それは周知の結果で
ある。われわれは α１，……，α５を「年齢／コ
ウホート効果」，α６，α７を「トレンド／コウホ
ート効果」，α８を「付加的コウホート効果」を
表すとする。」Denton et al. p.４３１.

４） 秋谷の分析によると，魚消費に関して日本
人は１９７９年時点で２０歳代であったかどうかを

付録表２ 表１の架空の数値例（１９８０‐１９９９年）を本文の「加法モデル」を使って年齢・年次・世代効果
に分離する（世代効果は恣意的にほぼ無視した）

総平均効果＝１６．９４

年齢効果：Ai 年次効果：Pt 世代効果：Ck

年齢階級（歳） 暦年 出生期間

２０‐２４ －９．０８
２５‐２９ －９．９０
３０‐３４ －３．９７
３５‐３９ －４．６６
４０‐４４ －２．２６
４５‐４９ －２．４１
５０‐５４ １．６９
５５‐５９ ２．０２
６０‐６４ ９．４４
６５‐６９ １０．２３
７０‐７４ ４．１８
７５‐ ４．７３

１９８０ －４．３９
１９８１ －４．４２
１９８２ －４．８１
１９８３ －４．７９
１９８４ －４．８４
１９８５ －２．４５
１９８６ －２．４１
１９８７ －１．９５
１９８８ －２．１８
１９８９ －１．８２
１９９０ ６．１８
１９９１ ５．７４
１９９２ ５．５４
１９９３ ５．８４
１９９４ ５．４３
１９９５ １．１３
１９９６ １．３３
１９９７ １．０１
１９９８ ０．６７
１９９９ １．１７

～１９０５ －１．８７
１９０６‐１９１０ －１．６６
１９１１‐１９１５ －１．３１
１９１６‐１９２０ －０．９４
１９２１‐１９２５ ０．１６
１９２６‐１９３０ １．３７
１９３１‐１９３５ １．８４
１９３６‐１９４０ ２．０３
１９４１‐１９４５ ２．０１
１９４６‐１９５０ １．７９
１９５１‐１９５５ １．４９
１９５６‐１９６０ １．０４
１９６１‐１９６５ －０．２０
１９６６‐１９７０ －１．７４
１９７１‐１９７５ －２．１０
１９７６‐１９８０ －１．９０

бA２＝３２ бP２＝３２ бC２＝０．０３

３３



境に，２種類に分かれる（２００６）。
５）（２）式の添え字 i，t，k のいずれかの２つ
が定まれば，残りの一つの添え字は自動的に
確定する（X の列ベクトル間に上記の一次従
属関係があるため，X’X の逆行列が存在しな
い）場合，数学的に“rank deficiency”がある
と呼んでいる。朝野は，Moore-Penroseの一般
逆行列 G を用いて，パラメータの「最小二乗
最小ノルム解」が求められることを，簡単な
数値例で示している（朝野，p.３４９；pp.３６２‐
３６４）。考え方としては，Yang他と同じである
（三枝義清，２００７年１月）。

６） これまでは Tanaka, Mori & Inaba modelを
運用する際，ブレの大きい世帯主階級にウエ
イトを小さくして計算した。

７） 世帯主データを使う限り，世帯員の中核的
なコンポウネントでない未成年層の推定値は，
成人層に比べ安定性が低い。

８） 前出 Yang, Fu & Landは１９６０年から１９９９年
にいたる米国人女性の死亡率に関するコウホ
ート分析において，カヴァーする年齢階級を
０‐４，５‐９，１０‐１４，……，１００‐１０４，１０５‐
１０９，１１０＋としている。生涯の死亡率に影響

する（健康・寿命上の）コウホート効果が，
０‐４歳の時点で決定され，１１０歳まで持ち越
されることを想定しているように思われる。
現実の分析では，カヴァーする年齢を如何に
選ぶかは，たんに自由度の観点からだけでな
く対象事例に関する外部情報に基づいて，十
分慎重に行われる必要がある。

９）（６）式は，Xit＝α１０Ai１０Pt１０Ck１０Eit……（７）
のようなコッブ・ダグラス型に書き換えるこ
とができ，より「柔軟」であると評価される
（川口，２００６）。

〈参考文献〉
秋谷重男（２００６）『日本人は魚を食べている
か』漁協経営センター．
秋谷重男・吉田忠（１９８８）『食生活変貌のベク
トル―連続と断絶の一世紀』農山漁村文化協
会．
朝日新聞（２００６）「盧政権太陽政策に北風」８
月３日朝刊，p.２．
朝野熙彦（２００１）「コウホート分析の比較方法
論的考察」森宏編『食料消費のコウホート分

付録表３ 付録表２の分析結果の再現度［（理論値－観測値）／観測値］（％）

２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐（歳）

１９８０ １３．２９ １５．９２ －０．８５ ３．６８ －１．０７ ２．５１ －３．５３ ３．６３ －３．４６ －５．３０ ０．８８ －２．１０

１９８１ １９．５９ ２０．６８ －２．５６ １．６５ －１．５３ ３．０９ －２．２４ ２．０１ －４．６９ －５．５６ １．４１ －１．８３

１９８２ ２６．２１ ２６．０５ ０．６１ ５．８８ －０．８７ ２．７８ －３．１５ －０．５９ －６．４４ －７．２８ ０．８３ －１．７７

１９８３ ３１．７９ ３２．９２ ３．１９ ３．１５ ０．２９ １．８３ －４．３９ －０．３６ －７．７４ －７．５７ －０．９８ －１．８３

１９８４ ３９．４３ ３２．５５ １．９８ ７．７８ ０．１１ ０．５６ －４．７２ －３．３９ －８．２５ －７．５０ －０．５４ －１．８２

１９８５ １１．２９ ３．１２ －１．８９ １．７７ ０．２１ ０．７０ －２．６３ －１．２９ －２．８８ －０．３８ ２．６４ ０．１７

１９８６ １３．３７ ７．８５ －１．２６ ２．２８ －０．６６ ０．６８ －１．７３ －１．１８ －３．１０ －１．７３ ２．２９ －０．５７

１９８７ １７．１２ ７．３０ －２．５３ １．０１ ０．６４ ０．５７ －１．４８ －１．４８ －２．６２ －１．６６ １．６３ －１．１５

１９８８ ２３．１１ １６．６８ －０．７７ ２．１１ －０．５６ １．２３ －２．４４ －２．５８ －４．３７ －３．０１ １．１４ －１．１０

１９８９ ２４．６３ １５．８３ －０．２６ １．１６ ０．６３ －０．８０ －１．３８ －１．１７ －４．４８ －３．５４ ０．９９ －１．９８

１９９０ －３１．９０ －４１．６０ －９．３９ －７．４５ －１．９２ －２．４２ ３．１５ ２．３３ ８．４１ ９．９２ ５．１３ ４．２１

１９９１ －３０．１０ －３６．８０ －８．０９ －６．９７ －１．７５ －２．００ ３．２７ ２．９０ ７．６６ ８．２０ ３．７９ ４．００

１９９２ －３１．４０ －３０．００ －６．４４ －５．１５ －１．３１ －１．９２ ２．８７ ２．２７ ６．９３ ７．３２ ２．８５ ３．６１

１９９３ －３０．３０ －３０．７０ －５．００ －７．０３ －０．４５ －２．２３ ２．９８ ２．１３ ７．０１ ７．２０ ２．８５ ３．３２

１９９４ －２８．００ －２１．９０ －２．２６ －５．９９ －０．７８ －１．４７ ２．６９ １．７８ ６．００ ５．３７ １．１５ ３．１８

１９９５ ４．７５ １３．４５ ４．７６ ０．２７ １．４０ ０．４１ ０．１８ －１．８７ －１．９７ －２．３９ －２．９３ －０．６６

１９９６ １．１７ １２．３３ ５．６２ １．３６ １．０１ ０．３４ ０．４３ －２．０７ －０．５３ －２．６３ －４．１９ －０．２９

１９９７ ４．２０ １２．９９ ８．５８ ４．７０ ３．２７ －０．３２ ０．４９ －２．４３ －１．７３ －２．６８ －６．２２ －２．９６

１９９８ ９．３４ １７．１２ １１．８２ ５．８０ １．６０ １．６３ －０．１７ －１．１４ －３．２８ －４．５９ －７．３９ －４．０７

１９９９ ４．３３ １４．２４ １２．４６ ６．６４ ２．４５ ０．９４ ０．７５ －１．５７ －２．１５ －４．０２ －７．７０ －４．９２
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付録表４ 表１の架空数値例（１９８０‐１９９９年）を log modelを使って年齢・年次・世代効果に分離する
総平均効果＝１．１９６４

年齢効果：Ai 年次効果：Pt 世代効果：Ck

年齢階級（歳） 暦年 出生期間

２０‐２４ －０．３７１４
２５‐２９ －０．３７２１
３０‐３４ －０．０７１３
３５‐３９ －０．０７１９
４０‐４４ ０．００８３
４５‐４９ ０．００８４
５０‐５４ ０．１０４３
５５‐５９ ０．１０４５
６０‐６４ ０．２２８１
６５‐６９ ０．２２８２
７０‐７４ ０．１０３３
７５‐ ０．１０３７

１９８０ －０．１１７５
１９８１ －０．１１７３
１９８２ －０．１３０９
１９８３ －０．１２７５
１９８４ －０．１２８４
１９８５ －０．０５３６
１９８６ －０．０５３２
１９８７ －０．０３９１
１９８８ －０．０４５２
１９８９ －０．０３５３
１９９０ ０．１４２６
１９９１ ０．１３４０
１９９２ ０．１３０１
１９９３ ０．１３５２
１９９４ ０．１２８２
１９９５ ０．０３８４
１９９６ ０．０４２０
１９９７ ０．０３３８
１９９８ ０．０２６０
１９９９ ０．０３７８

～１９０５ ０．０００５
１９０６‐１９１０ ０．０００７
１９１１‐１９１５ ０．００１６
１９１６‐１９２０ ０．００１９
１９２１‐１９２５ ０．０００９
１９２６‐１９３０ ０．０００４
１９３１‐１９３５ ０．０００６
１９３６‐１９４０ －０．０００４
１９４１‐１９４５ －０．０００３
１９４６‐１９５０ －０．０００１
１９５１‐１９５５ －０．０００８
１９５６‐１９６０ －０．００００
１９６１‐１９６５ －０．０００４
１９６６‐１９７０ －０．００１２
１９７１‐１９７５ －０．００３０
１９７６‐１９８０ －０．０００４

бA２＝３２ бP２＝３２ бC２＝０．０３
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付録表５ 付録表４の分析結果の再現度［（理論値－観測値）／観測値］（％）

２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐（歳）

１９８０ ２．１２ －３．０７ １．１３ １．２３ －０．１８ ０．３７ －１．２１ ０．１０ －０．０８ ０．２３ －０．１８ －０．５４

１９８１ ３．２１ －０．３２ －１．４５ －１．７０ －０．９８ １．０１ ０．３８ －０．１９ －０．３８ ０．１１ ０．５１ －０．２７

１９８２ －１．２９ －２．９６ ０．４１ １．３１ －０．４６ ０．８９ ０．７１ －０．６６ ０．３４ ０．１３ ０．８８ ０．６３

１９８３ －０．８２ ３．８２ １．８４ －２．６６ ０．０３ －０．３５ －０．５４ ０．５４ －０．４９ －０．５２ －１．１６ ０．１８

１９８４ ２．１８ －０．４９ －０．２１ １．５２ －０．３６ －１．４６ －０．３５ －０．９２ ０．１１ －０．１３ －０．３８ ０．３７

１９８５ －０．３６ －１．５３ ０．２８ ０．５２ ０．８４ ０．３９ －０．７３ －０．１７ －０．５１ ０．４３ ０．８５ ０．０２

１９８６ －３．４１ －０．４０ ０．３０ ０．７８ －０．１８ ０．５０ ０．５１ ０．５７ ０．３５ ０．１２ １．０１ －０．２４

１９８７ １．００ －０．２９ －１．１６ －０．２７ ０．７７ ０．３５ ０．２９ ０．０８ ０．４４ －０．２１ ０．１２ －１．１２

１９８８ －１．１８ ２．９０ －０．６９ －０．１５ －０．９１ ０．８１ －０．２３ －０．３３ ０．２３ －０．１１ ０．１５ －０．５７

１９８９ －０．２７ １．７９ －０．２８ －０．８３ ０．１７ －１．０６ ０．７１ １．１９ ０．２３ －０．５３ ０．０９ －１．４０

１９９０ ０．８１ －０．７３ －０．３５ ０．５９ －０．０９ －０．２７ －０．０７ －０．６２ ０．２６ ０．６０ －０．０８ ０．０９

１９９１ ０．０４ －１．１５ －０．６０ ０．２９ －０．１３ －０．０３ ０．３７ ０．４９ ０．４０ ０．１２ －０．２８ ０．４５

１９９２ －２．３７ ０．６７ －０．４７ １．３６ ０．０６ －０．１６ ０．０９ ０．１８ ０．１８ ０．２０ －０．２２ ０．４４

１９９３ －０．７３ －１．１２ ０．００ －０．５６ ０．８５ －０．５０ ０．１４ ０．１６ ０．２６ ０．５２ ０．６１ ０．３６

１９９４ －１．２９ １．３０ ０．８１ －０．６０ ０．０６ －０．１９ －０．１０ ０．０９ －０．１４ －０．２８ －０．１６ ０．５６

１９９５ －０．１７ ２．１５ ０．２８ －０．４４ ０．４５ ０．０８ －０．０４ －０．４９ －１．０３ －０．３２ －０．２３ －０．３７

１９９６ －１．４０ ２．０８ －０．３７ －０．４９ －０．１９ ０．０３ ０．０８ －０．６３ ０．４２ －０．３９ －０．３０ １．１２

１９９７ －０．４６ －１．３０ ０．１０ ０．８６ １．５９ －０．８８ ０．３５ －０．５５ ０．２２ ０．６９ －０．６６ ０．００

１９９８ ２．１７ －１．５６ ０．５４ －０．５３ －０．９４ ０．５５ －０．３３ ０．９３ －０．５０ －０．２１ －０．３９ ０．２１

１９９９ １．９３ －０．３７ ０．０９ －０．４１ －０．３７ －０．２２ ０．０２ ０．０７ －０．２２ －０．３７ －０．１４ －０．０３
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付録表６ 本文表２の鮮魚消費（１９８０‐２００４年）を log modelを使って年齢・年次・世代効果に分離する
総平均効果＝１．０８０１

年齢効果：Ai 年次効果：Pt 世代効果：Ck

年齢階級（歳） 暦年 出生期間

１５‐１９ －０．１５３５
２０‐２４ －０．１５６８
２５‐２９ －０．１６８４
３０‐３４ －０．１１６７
３５‐３９ －０．０６４７
４０‐４４ －０．００２９
４５‐４９ ０．０４８７
５０‐５４ ０．０９１８
５５‐５９ ０．１１４６
６０‐６４ ０．１２４８
６５‐６９ ０．１２８９
７０‐７４ ０．０９８５
７５‐ ０．０５５７

１９８０ ０．０２８９
１９８１ ０．０１７１
１９８２ ０．００７９
１９８３ ０．０１８５
１９８４ ０．０２５１
１９８５ ０．０１３８
１９８６ ０．０１２５
１９８７ －０．００３８
１９８８ －０．００８０
１９８９ －０．００７８
１９９０ －０．０１９８
１９９１ －０．０１０８
１９９２ ０．０１０１
１９９３ ０．０１０９
１９９４ ０．００１４
１９９５ ０．００１１
１９９６ －０．０１０４
１９９７ －０．００５１
１９９８ －０．００９３
１９９９ －０．０１５４
２０００ －０．０１７２
２００１ －０．０１８９
２００２ ０．００５２
２００３ －０．０１０１
２００４ －０．０１５９

～１９０５ ０．００８３
１９０６‐１９１０ ０．０３４８
１９１１‐１９１５ ０．０５３３
１９１６‐１９２０ ０．０７１４
１９２１‐１９２５ ０．０８６６
１９２６‐１９３０ ０．１０１１
１９３１‐１９３５ ０．１０９０
１９３６‐１９４０ ０．１２２９
１９４１‐１９４５ ０．１４３５
１９４６‐１９５０ ０．１３３６
１９５１‐１９５５ ０．０９０８
１９５６‐１９６０ ０．０３８８
１９６１‐１９６５ －０．０１８８
１９６６‐１９７０ －０．０６００
１９７１‐１９７５ －０．１０２４
１９７６‐１９８０ －０．１８１７
１９８１‐１９８５ －０．２８７１
１９８６‐１９９０ －０．３４４３

１９７９・２００５ 省略

бA２＝３２ бP２＝８ бC２＝１２
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付録表７ 付録表６の（log modelによる鮮魚消費）分析結果の再現度［（理論値－観測値）／観測値］（％）

１５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３４ ３５‐３９ ４０‐４４ ４５‐４９ ５０‐５４ ５５‐５９ ６０‐６４ ６５‐６９ ７０‐７４ ７５‐
（歳）

１９８０ ５．３３ ２．４０ ０．７０ －１．１１ －０．０５ －１．３６ －０．６２ －０．８３ ０．０１ ０．０６ －０．９４ －１．３０ －０．７９

１９８１ ５．６６ ３．０６ １．２２ －１．５７ －１．２２ －２．２７ －２．０３ －０．３９ ０．１６ ０．７３ －０．４３ －０．８４ －０．４７

１９８２ ０．６６ －１．０７ －２．３３ －０．４６ ０．２５ －０．８０ －１．２６ ０．５０ ０．９７ －０．１２ ０．４３ ０．９５ １．５８

１９８３ ３．５２ １．７９ ０．０１ １．８８ －０．４８ －１．５７ －１．８０ ０．６５ ０．７６ ０．２１ －０．２３ －０．１０ ０．１１

１９８４ １．００ －１．８８ －３．１１ １．９９ ０．００ －１．０８ －０．２３ －０．８９ ０．３４ １．２７ ０．６１ ０．５４ ０．６４

１９８５ －０．７５ －１．６９ －２．９１ －１．０９ －１．５１ ０．６８ ０．１３ －０．４０ ０．０９ ０．８３ １．２５ １．７１ １．８８

１９８６ ３．５９ ３．２７ １．２３ －０．４５ －１．０１ －０．６４ －０．１７ ０．６４ ０．４８ －１．４３ －１．４４ －１．１６ －１．０２

１９８７ １．５５ －１．２５ －２．９０ １．０６ ０．４６ １．４０ １．２２ ０．００ －０．０３ ０．２５ －０．５８ －０．８０ －０．９５

１９８８ －１．２７ －３．１６ －３．６９ ３．５４ １．１３ ２．２６ ０．９６ ０．２５ ０．３０ －０．２６ －０．６４ －０．６５ －０．７１

１９８９ ２．０９ ０．４３ －０．６３ －１．３７ －１．４７ －０．７２ １．１３ ０．３１ －０．２３ ０．１７ ０．０７ ０．１７ ０．１６

１９９０ －０．６４ －２．１１ －２．２７ １．２０ １．５５ １．１５ ０．５０ ０．１９ －０．１３ ０．１８ －０．２４ －０．３０ －０．３５

１９９１ －３．６７ －４．１７ －３．４０ ３．４１ ２．７８ ０．１８ ０．８０ ０．４７ －０．０２ －０．７０ ０．０２ ０．５３ ０．７５

１９９２ －０．４１ ０．１０ １．１８ －３．６７ ０．４２ －０．４１ ０．４１ －０．２７ ０．１９ ０．２３ ０．３７ ０．６１ ０．６３

１９９３ －３．４７ －４．１６ －２．９０ －２．４５ ０．９１ ０．９８ １．７９ ０．２５ ０．３１ ０．０６ ０．９６ １．５８ １．７９

１９９４ ０．２６ －０．１８ ０．５１ １．９７ －１．６４ ０．４５ １．５７ ０．５０ －０．１１ －０．７６ －０．８９ －０．６６ －０．６７

１９９５ １．５０ １．４９ ２．３６ －０．３４ －１．６０ －１．９２ ２．３０ ０．６２ ０．６８ －０．６５ －１．１４ －１．０２ －１．１１

１９９６ －６．４５ －２．８０ ０．４２ －０．１３ －０．０９ １．１６ １．４２ ０．５１ １．３９ ０．８４ ０．０６ －０．１４ －０．２９

１９９７ －０．５０ －２．７１ ０．５０ ０．１３ １．０９ １．７３ ０．５４ ０．２８ ０．９４ １．５１ ０．１４ －０．５６ －０．９４

１９９８ －４．１７ －２．４３ ０．１６ １．３７ １．２３ １．１１ １．４５ ０．００ ０．４２ ０．４６ －０．２３ －０．７２ －０．９８

１９９９ －３．３５ －２．２３ ０．２２ １．２９ ０．７３ ０．４７ ０．５１ －１．１４ －０．４６ ０．４４ ０．６５ ０．４７ ０．４１

２０００ －６．２９ －３．２５ －０．７６ －１．８８ ０．３４ ３．１７ －１．６７ ０．９８ １．０４ ０．８４ ０．９６ ０．５４ ０．４２

２００１ ２．２５ ４．４１ ４．２５ －２．２５ －１．６０ １．５８ －２．６０ －０．０９ －０．６２ －０．５２ －０．１９ －０．４９ －０．７６

２００２ ３．８０ ４．８２ ３．７９ １．３９ ０．７７ －１．１９ －１．８３ －２．０１ －２．８７ －１．３９ ０．２０ ０．２４ －０．０５

２００３ －２．６５ ５．２１ ５．１５ ０．１５ －０．８４ －１．９６ －１．５４ －０．５０ －１．７６ －０．７０ ０．８２ ０．６８ ０．１６

２００４ －０．８７ ６．１０ ４．９５ ０．８５ －０．２９ －２．８９ －１．９５ ０．２４ －１．９９ －１．６３ ０．２６ ０．７１ ０．３１

３８


